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【はじめに】 
 

前回の新型コロナ人口動態解説②では、コロナ禍の 2020年において、人口移動によって人口を増加

させた「転入超過」8エリアの解説を行った。 

今回は同じ 2020年において、人口移動によって人口を減少させた「転出超過」39エリア（2019年

と該当エリアは変わらず）について、コロナ前の 2019年からの変化を踏まえつつ、ランキング形式で

解説してみたい。 

 

【コロナ禍によるダメージ最大エリアは「愛知県」】 
 

驚くべき結果となったのは、転出超過数最大エリアとして、三大都市の 1つを有する愛知県が浮上

したことである（図表 1）。 

 

愛知県は 2018 年までは転入超過エリアであったが、2019 年に男女ともに転出超過エリアに転じ、

2020年は総数で 7296人の減少となった1。2019年と比較すると総数 4.0倍、男性 4.4倍、女性 3.3倍

の水準まで減少規模が拡大している様子がみてとれる。 

また、月別に愛知県の移動による人口増減の状況をみてみると、最初の緊急事態宣言の前月である

3月は男性 452人増加、女性 141人減少、総数で 311人となる転入超過であったが、残る 1月～2月、

4 月～12 月は全て転出超過となっている（図表 2）。図表において 2020 年 3 月の東京都や大阪府の転

入超過状況と比べてみると、愛知県は新卒就職に向けた引っ越しシーズンに転入超過数が大きく伸び

なかったこと、また、大阪府や福岡県のように 2020年の年間を通したコンスタントな転入超過がなか

ったことが、大幅な転出超過につながる原因となっている。 

 

 
1 2019年までの 10年間において、愛知県は男性の転入超過数：女性の転入超過数が 2：1となっており、男性よりも女性を

多く集めていた東京都、大阪府、福岡県などの他の転入超過大都市圏とは逆の転入超過の性差を示していた。 
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【図表 1】2020 年 社会移動による「人口減少エリア」都道府県ランキング（人・倍） 

 

総数 男性 女性 総数 男性 女性
総数 男性 女性

1 愛知県 中部 -7,296 -5,269 -2,027 -1,931 -1,301 -630 4.0 4.4 3.3 拡大

2 兵庫県 近畿 -6,865 -4,140 -2,725 -6,038 -3,485 -2,553 1.2 1.3 1.2 拡大

3 福島県 東北 -6,681 -3,008 -3,673 -6,785 -2,680 -4,105 1.0 1.1 0.9 不変

4 長崎県 九州 -6,379 -2,988 -3,391 -7,309 -3,479 -3,830 0.9 0.9 0.9 縮小

5 岐阜県 中部 -5,803 -2,452 -3,351 -6,765 -2,704 -4,061 0.9 1.0 0.9 縮小

6 新潟県 北陸 -5,771 -2,491 -3,280 -7,225 -3,160 -4,065 0.8 0.8 0.8 縮小

7 広島県 中国 -5,270 -2,275 -2,995 -8,018 -3,501 -4,517 0.7 0.7 0.7 縮小

8 青森県 東北 -4,606 -1,955 -2,651 -6,044 -2,674 -3,370 0.8 0.8 0.8 縮小

9 静岡県 中部 -4,395 -1,546 -2,849 -6,129 -2,400 -3,729 0.7 0.6 0.7 縮小

10 三重県 近畿 -4,288 -1,925 -2,363 -6,321 -2,507 -3,814 0.7 0.8 0.6 縮小

11 岩手県 東北 -3,951 -1,548 -2,403 -4,526 -1,434 -3,092 0.9 1.1 0.8 縮小

12 京都府 近畿 -3,947 -2,193 -1,754 -2,688 -1,341 -1,347 1.7 1.9 1.5 拡大

13 山口県 中国 -3,419 -1,280 -2,139 -3,659 -1,166 -2,493 1.0 1.2 0.9 不変

14 熊本県 九州 -3,393 -1,485 -1,908 -3,900 -1,822 -2,078 0.9 0.8 1.0 縮小

15 愛媛県 四国 -3,154 -1,137 -2,017 -4,305 -1,904 -2,401 0.7 0.6 0.8 縮小

16 山形県 東北 -3,089 -1,242 -1,847 -4,151 -1,724 -2,427 0.8 0.7 0.8 縮小

17 和歌山県 近畿 -2,970 -1,308 -1,662 -3,376 -1,488 -1,888 0.9 0.9 0.9 縮小

18 鹿児島県 九州 -2,953 -1,138 -1,815 -4,105 -1,527 -2,578 0.7 0.8 0.7 縮小

19 秋田県 東北 -2,808 -1,102 -1,706 -3,898 -1,610 -2,288 0.7 0.7 0.8 縮小

20 茨城県 関東 -2,744 -564 -2,180 -7,495 -3,636 -3,859 0.3 0.1 0.6 縮小

21 奈良県 近畿 -2,662 -1,541 -1,121 -3,435 -1,777 -1,658 0.8 0.9 0.8 縮小

22 岡山県 中国 -2,430 -876 -1,554 -4,014 -1,488 -2,526 0.6 0.5 0.6 縮小

23 徳島県 四国 -2,392 -900 -1,492 -3,357 -1,682 -1,675 0.7 0.5 0.9 縮小

24 大分県 九州 -2,233 -622 -1,611 -3,024 -939 -2,085 0.7 0.7 0.8 縮小

25 宮崎県 九州 -2,191 -1,008 -1,183 -2,635 -1,368 -1,267 0.8 0.7 0.9 縮小

26 高知県 四国 -1,897 -676 -1,221 -2,458 -1,028 -1,430 0.8 0.7 0.9 縮小

27 富山県 北陸 -1,895 -596 -1,299 -2,326 -1,054 -1,272 0.8 0.6 1.0 縮小

28 栃木県 関東 -1,862 -536 -1,326 -5,775 -2,774 -3,001 0.3 0.2 0.4 縮小

29 長野県 中部 -1,823 -693 -1,130 -4,306 -1745 -2561 0.4 0.4 0.4 縮小
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規模
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規模の変化
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総務省「住民基本台帳」月報より筆者作成  

着色黄色：対前年 1.0 倍以上水準の減少超過数、着色水色：対前年 0.5 倍以下水準の減少超過数 

 

【図表 2】愛知県、東京都、大阪府、福岡県の 2020 年月別転入超過数の推移比較（人）2 

 
資料）総務省「住民基本台帳」月報より筆者作成  

 

 
2 4エリアの推移の差をわかりやすくするためにグラフの縦軸を 1万 5000人で切っている。東京都の 3月の転入超過数は 4

万 199人。 

総数 男性 女性 総数 男性 女性 総数 男性 女性

30 佐賀県 九州 -1,715 -750 -965 -1,754 -930 -824 1.0 0.8 1.2 不変

31 石川県 北陸 -1,636 -722 -914 -2,602 -991 -1,611 0.6 0.7 0.6 縮小

32 香川県 四国 -1,545 -686 -859 -1,677 -719 -958 0.9 1.0 0.9 縮小

33 福井県 北陸 -1,470 -517 -953 -3,336 -1,416 -1,920 0.4 0.3 0.5 縮小

34 山梨県 中部 -1,449 -595 -854 -2,933 -1,461 -1,472 0.5 0.4 0.6 縮小

35 北海道 北海道 -1,316 716 -2,032 -5,568 -1940 -3,628 0.2 -0.4 0.6 縮小

36 島根県 中国 -1,232 -373 -859 -1,971 -841 -1,130 0.6 0.4 0.8 縮小

37 鳥取県 中国 -1,000 -488 -512 -1,516 -758 -758 0.6 0.6 0.6 縮小

38 群馬県 関東 -323 485 -808 -2,208 -75 -2133 0.0 -9.1 0.3 縮小

39 宮城県 東北 -241 79 -320 -1,983 -1258 -725 0.1 -0.1 0.5 縮小
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規模の変化
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2020年に愛知県以外に人口減少規模を拡大させたエリアは 2エリア存在する。兵庫県、京都府、で

ある。コロナ禍を地方創生に向けた人口転入増加のチャンスと捉える視点でみるならば、この 2エリ

アは追い風にはできなかったとみられる。転出超過数を拡大させたこの 3エリア、愛知県、兵庫県、

京都府は、コロナ禍によって女性よりも男性が多く転出超過となった。まず、兵庫県、京都府ともに

『新型コロナ人口動態解説②』で転入超過規模を対前年で 1.7倍に拡大させた大阪府の電車通勤圏エ

リアであることが興味深い。 

 

次に昨年の新聞等による報道から、愛知県の転出超過の大幅拡大要因をまとめると3、 

 

1.外国人労働者の渡航規制による大幅な転入減 

2.東京と大阪に挟まれた「支店経済都市」の側面もあることから、東京都の大企業を中心に地域間

の人事異動を相次ぎ縮小させる動きの影響を大きく受けた 

3.トヨタ自動車を中心とした製造業の拠点が多くサービス業が弱いために、転職市場が小さく、か

つリモートワークにスイッチできにくい仕事に従事する労働者の割合が高いことから採用抑制が

続いている（つまり、コロナ禍では労働従事することが難しい市場傾向のため、労働市場が縮小

している） 

 

こと等が挙げられている。 

 

3.については、コロナ禍への対応として「電車等の通勤に頼らない地元労働市場」の厚みが、地元

への人口誘致の競争力となってくることを注意喚起したい。 

転入超過数を対前年で 1.7倍へと大きく伸ばした大阪府の電車通勤圏エリアにあたる兵庫県、京都

府、さらに前回の『新型コロナ人口動態解説②』で紹介した転入超過数を大きく減らした滋賀県は、

全て大阪府への電車通勤圏である。大阪府における府外からの電車通勤を前提とした労働市場の縮小

（採用抑制等）のあおりをうけたのではないかと推測する。大阪府の企業におけるリモートワークが

急ピッチで進まない限り、コロナ禍前と異なり、大阪府の企業での勤務を希望する労働者は職住近接

した働き方を選択せざるを得ない（地元からの通勤を断念して勤務先近くの居住を選択する）。大阪府

の転入超過の拡大とその周辺 3エリアの転出超過拡大は、同じ状況を説明している可能性がある4。 

 

感染抑止策として東京都がリモートワークを強力に進める中で、東京一極集中が東京圏（１都３県）

一極集中に変化したのに対し（『新型コロナ人口動態解説②』参照）、大阪圏一極集中とはなっていな

いため、大阪府への集中拡大はその電車通勤エリアである近郊府県から生じているのではないか、と

いう点を 2020年の人口動態の様相から指摘しておきたい。 

 

 
3 日本経済新聞 2021年 1月 29日電子版・2020年 12月 28日朝刊 25ページ・2020年 12月 27日電子版、日経 MJ（流通新

聞）2020年 10月 26日 11ページ等。 
4 東京都でも一部の小規模企業において、電車通勤者の代わりに「自転車通勤者」を募集する企業もみられている。 

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=66949?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=66949?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=66949?site=nli
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【3 県は転出超過数不変、8 道県は転出超過数を 5 割以下にまで抑制】 
 

コロナ禍によって、全国での転出入「人口シャッフル」による住み替え人口の規模は対前年の 75％

に抑制されたが、前年と比べた転出超過数が不変（倍率 1.0）であったエリアが 3 県ある。福島県と

山口県と佐賀県である。 

3 県とも新型コロナの感染者数が全国水準と比べて高くはないため、コロナ禍を活かして転出超過

規模を縮小することもできるエリアである。都会へ出ていく人口のメインプレイヤーである 20 代の

若い男女に選ばれるための早急な労働市場の見直しが必要であるエリアといえるだろう。 

 

一方、前年と比べて転出超過数を半分以下にまで抑制できたエリアが 8エリア存在する。 

北関東 3エリア（茨城県、栃木県、群馬県）、ならびに、新幹線や特急等による東京への通勤が可能

である 3エリア（長野県、山梨県、宮城県）、そして福井県、北海道である。 

 

8 エリアのうち 6 エリアはいずれもリモートワークが進む東京都に仕事の軸足をおきつつの滲み出

し人口移動がそれなりに含まれるとみられ（関東を中心とした人口集中）、「エリアを超えたリモート

ワーク可能な労働市場の形成」5が転出超過抑制、すなわち地方創生の鍵のひとつとなることは間違い

なさそうである。 

 
5 リモート可能な地元の「箱」作りではない。地元からリモートワークが可能な「仕事」作り、であることに注意したい。 


